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 日本共産党日南町支部の見解を紹介します。 

 日南町議会は 6月定例会(6月 27日)で、「集団的自衛権の行使容
認に反対する意見書」を全員一致で議決し、国に提出しました。 
しかし安倍自公政権は 7月 1日、国民多数の反対を無視し、集団

的自衛権の行使容認を「閣議決定」で強行しました。これは、憲法

破壊のクーデターであり許されません。 
 

「
戦
闘
地
域
に
行
か
せ
な
い
」
の
歯
止
め
を
は
ず
し
、
自
衛
隊
の

「戦
地
派
兵
」を
可
能
に
し
た
ら
、必
ず
攻
撃
の
対
象
に 

「
閣
議
決
定
」
は
、
こ
れ
ま
で
「
戦
闘
地
域
」
と
さ
れ
て

き
た
場
所
で
も
支
援
活
動
が
で
き
る
と
し
て
い
ま
す
が
、
ア

フ
ガ
ン
戦
争
や
イ
ラ
ク
戦
争
で
は
、「
集
団
的
自
衛
権
」
を
行

使
し
て
参
戦
し
た
Ｎ
Ａ
Ｔ
О
諸
国
は
お
び
た
だ
し
い
犠
牲
者

を
だ
し
て
い
ま
す
。 

歯
止
め
な
き
、武
力
行
使
の
新
３
要
件
━
━ 

 

日
本
に
対
す
る
武
力
攻
撃
が
な
く
て
も 

「明
白
な
危
険
」が
あ
れ
ば
、他
国
の
た
め
に 

武
力
行
使
が
で
き
る
こ
と
に 

政
府
は
「
限
定
的
」
と
い
い
ま
す
が
、
時
の
政
権
の
一

存
で
、
海
外
で
の
武
力
行
使
が
ど
こ
ま
で
も
広
が
る
危
険

が
あ
り
ま
す
。「
必
要
最
小
限
」
と
い
っ
て
も
、
い
っ
た
ん

武
力
行
使
に
ふ
み
き
れ
ば
、
反
撃
を
招
き
、
際
限
の
な
い

戦
争
の
泥
沼
に
陥
る
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。 

自
衛
隊
は
６０
年
間
、
他
国
の
人
を
一
人
も

殺
さ
ず
、一
人
の
戦
死
者
も
だ
さ
な
か
っ
た
。 

戦
後
日
本
の
あ
り
方
を
否
定
し
、
「
殺
し
殺
さ

れ
る
国
」に
し
て
い
い
の
か 

米
国
の
戦
争
の
た
め
に
、
日
本
の
若
者
の
血
を
流
す

こ
と
、
他
国
の
人
に
銃
口
を
向
け
る
こ
と
に
。 

日
本
の
失
う
も
の
は
計
り
知
れ
ま
せ
ん
。 

国
民
の
声
に
耳
を
か
さ
ず
、
国
会
審
議
も
な
く
、
与

党
だ
け
の
密
室
協
議
で
解
釈
改
憲
。 

憲
法
破
壊
の
ク
ー
デ
タ
ー
で
あ
り
許
さ
れ
な
い 

一
片
の
「
閣
議
決
定
」
で
、
従
来
の
政
府
見
解
を

１
８
０
度
転
換
す
る
な
ど
、
立
憲
主
義
を
否
定
す
る

暴
挙
で
す
。 

戦
争
か
平
和
か
─ 

良
識
あ
る
国
民
の
声
で 

「戦
争
す
る
国
」へ
の
暴
走
に 

ス
ト
ッ
プ
を
！ 

日南町では毎年、686 名の戦没者追悼式を行ない「不
戦の誓い」をします。戦後 69 年目の被爆の夏をむかえ
る今、戦争も核兵器もない世界の実現のために外交努力

することこそ政治の責任です。 
自衛隊父兄会・佐賀県副会長の古里昭彦さん(唐津市)

も「今の憲法のもとで、集団的自衛権には反対だ。紛争

地に子どもが行く可能性もある」と述べています。 


